
-行方市総合戦略書-

10年後の

行方市を考えよう。

行政は身近に

なります！

自分の未来を開く
ヒントが

あるかも！

低い失業率、

そのワケは？

農業に自信を

持つ！

税金を有効に

使うには？

行方の魅力って

なんだろう？

３万人の人口

を保ちたい…

もっと行方市

を楽しもう！



.



10 年後の行方市はどうなっているでしょうか？

仕事は？　子育てや教育は？　医療は？　地域のコミュニティは？

答えは、ひとつではありません。

私たち一人ひとりが、どうしたいか。そして、何をするか。

それが、行方市の未来をつくります。

よりよい未来のために。

今、市民と行政は何をすべきなのか。

市民と一緒に考え、まとめました。

プロローグ　Prologue
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　従来の網羅的な計画では優先順位
がなく、類似の内容を重複して記載
する傾向にありました。そこから脱
却し、有限な「ひと」「もの」「財源」
などの資源を有効に活用しながら、
真に必要な施策を選択することを意
識して作成しました。

③ 「成果目標」を示して、進行を管理
　計画に記した各施策の効果を検証
し、改善を図っていくため、重点
プロジェクトごとに “ 目標 ” を掲げ
るとともに、施策ごとに「成果指
標（KPI）」を設定し、これらの具体
的な数値目標に基づき、施策の効果
を客観的に検証して、改善を柔軟に
行っていく仕組み（PDCA サイクル）
を構築しながら、推進します。

　以上の基本的な考え方は、今後行
方市が策定する各種個別計画におい
ても適用していきます。

る市民を意識した書き方ではなく、
市民にはほとんど読まれていません
でした。この計画は、すべての市民
に行方市を「自分事」として捉えて
もらえるように、わかりやすい表現
を意識して作成しました。目に触れ
たうえで、行動に起こしてもらうた
めの指針です。
　策定のプロセスから「自分事」と
して感じてもらうための手段とし
て、無作為抽出で 3000 人に案内を
送付し、その中から応募のあった市
民によって構成される「なめがた市
民 100 人委員会」が中心となり、「な
めがた未来のまちづくり協議会」、「行
方市議会地方創生推進特別委員会」
及び「行方市まち・ひと・しごと創
生本部」の市民・議会・行政が三位
一体となって、市の課題を考え、議
論しながらまとめました。

② 重点事業を明確にした戦略的な計画
合併後 10 年が経過し、これまで

実施してきた施策を漫然と継続する
のではなく、特に若い世代が将来に
希望を持てるようなまちになるため、
集中して実施しなければならない施
策を記載しています。

（1）総合戦略の役割と期間

総合戦略は、行方市の現状や 20 ～
30 年後の見通しをふまえ、将来実現
すべきまちの姿を行方市の「将来像」
として示し、その将来像を実現するた
めの基本的な考え方を「3 つの基本理
念」、具体的な取り組みを「5 つの重
点プロジェクト」として定めたもので
す。
　現在取り組んでいることも総合戦略
に盛り込んでいることから、この戦略
は、平成 27 年度（2015 年度）が初
年度、平成 37 年度（2025 年度）が
最終年度の 11 年間の計画とし、5 年
で更新します。（「5 つの重点プロジェ
クト」については、毎年度の進捗状況
のチェックと改善を行います。詳しく
は第 4 章記載。）
　また、総合戦略は行方市が策定する
各種個別計画の上位に位置する計画と
し、今後の各種個別計画は総合戦略の
理念、考え方に沿うよう整合性を図り
ながら作成します。

（2）総合戦略の基本的な考え方

① 市民が読んで行動に起こすために
従来の計画は、納税者、受益者であ

総合戦略について

分野別の計画
健康増進計画、教育大綱、
地域防災計画、都市計画マスタープラン
. . . e t c

今後の計画は総合戦略の将来像、基本理念
に沿うよう整合性を考えて作成する。

5つの
重点プロジェクト

( 1 )  働く場の拡大プロジェクト
(2 )  健康で文化的なまちプロジェクト
(3 )  住みやすい地域プロジェクト
(4 )  みんなで育むプロジェクト
(5 )  情報発信で日本一プロジェクト

将来像
● 『行方ならではの価値』の共有
～笑顔、感動と感謝に満ちた住み続けたいまち、行方～

基本理念
( 1 )  「継続」から「変革」へ
(2 )  みんなが主役のまちづくり
(3 )  身の丈にあった市政運営

総
合
戦
略
の
構
成
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「行方ならではの価値
の共有」を目指して
　行方市は常陸国風土記にも記される、全国でも有数の歴史あるエリアです。
霞ヶ浦と北浦に挟まれた台地にあり、作物が豊富で、気候も穏やかです。この
地では昔から人々が生活してきました。
　古（いにしえ）から受け継がれている地域の祭り、霞ヶ浦で捕れるワカサギ
や鯉を使った伝統料理など、行方ならではの文化、魅力がたくさんあります。
　人口減少は避けることができません。右肩上がりの経済も期待できません。
しかし、それを悲観するのではなく、他にはない「行方ならではの価値」を市
民が共有することが、行方に住むことのさらなる自信や愛着心の向上につなが
ると考えています。
　今までの「ないものねだり」から「あるもの探し」を始め、行方市の産業、歴史・
文化を徹底的に掘り起し、行方市独自のストーリーを創り出し、「市民が住み
続けたい、市外の人が住みたくなる、お客様が来たくなる感動と感謝のまちづ
くり・ひとづくり」を目指します。

〜笑顔、感動と感謝に満ちた住み続けたいまち、行方〜

第 1 章　将来像を考える

第 1 章　将来像を考える

※ 帆引き船（霞ケ浦の伝統漁法） ※ 八坂神社の馬出し祭り
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人口ビジョン

目指すべき将来の方向

　雇用の確保や、結婚・出産・子育
て、移住・定住などに関する市民の
希望を実現していくことは、人口減
少がもたらす様々な課題の克服につ
ながります。人口減少に歯止めをか
けるとともに、将来にわたっての行
政サービス水準の維持・安定化を図
ります。
　人口の減少幅が下位シミュレー
ションになる可能性もあることも認
識しつつ、上位シミュレーションの
人口を目指して、人口規模を維持で
きるような人口構造を再構築し、若
返りを図っていきます。

1.2 程度とし、人口移動率が一定で
縮小（移動率が 2020 年までに定率
で 0.5 倍に縮小、その後はその値が
2040 年まで一定と仮定）とされて
います。
　行方市は社人研推計を参考にしな
がら、独自のシミュレーションを行
いました。
　合計特殊出生率、人口移動率をそ
れぞれ上位、中位、下位で仮定し、
それぞれの場合の人口をシミュレー
ションしています。その結果は上図
のとおりです。（詳細データは巻末）

将来人口のシミュレーション

　今後は大部分の自治体で人口の減少
を避けることができません。行方市も
同様です。人口が減っても市民が幸せ
を感じられるような持続可能なまちづ
くりが必要です。
　人口増減には、合計特殊出生率と人
口移動率が自然増減、社会増減に大き
く影響するため、今回はこれら 2 つ
を変数としてシミュレーションしまし
た。
　概ね同じ方法で、国立社会保障・人
口問題研究所（社人研）が全国の自治
体の将来人口を推計しています。
　社人研推計では、合計特殊出生率を
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上

中

下

32,085人
31,306人
30,401人 上

中

下

29,455人
27,660人
25,977人 上

中

下

26,506人
23,807人
21,485人 上

中

下

23,851人
20,226人
17,400人

10年後

20年後

30年後

40年後

2015年

34,928人

※2015年9月1日現在（茨城県常住人口調査より）

行方市の人口推計

上位シミュレーション
合計特殊出生率・・・1.8%
人口移動率
・・・2020年以降に社会減をゼロ

中位シミュレーション
合計特殊出生率・・・1.4%
人口移動率
・・・2020年以降に社会減を半減

下位シミュレーション
合計特殊出生率・・・1.2%
人口移動率
・・・社人研に準拠

人口ビジョンは、人口動向や将来人口のシミュレーションによる人口の
現状分析を行い、将来人口の方向性を示したものです。
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第 2 章　3 つの基本理念

（2）みんなが主役のまちづくり

行政の取り組みに市民を巻き込む
のではなく、市民の活動に行政がど
う巻き込まれていくのか。「みんなが
主役のまちづくり」とは、公（公益
性の高いこと）をすべて行政が担う
のではなく、個人、地域、NPO など
ではできないことを行政が行うとい
う考え方です。
　市民自らが市の現状や課題を知り、
解決策を考え議論し、活動できるこ
と、つまり地域課題を「自分事」と
して捉えることが大事なのです。
　行政はこれまで、市民が地域の課
題を「自分事」として捉えられるだ
けの情報を整理し、ともに考えるこ
とができていませんでした。今回の
総合戦略の策定を機に、行政は市民
が主役として輝くことができる環境
づくりを行っていきます。

（1）「継続」から「変革」へ

　合併からの 10 年間、旧 3 町それぞ
れの歴史や文化を尊重しつつ、旧町の
垣根を取り払い、みんなが「行方市」
に帰属意識を持つための取り組みを
行ってきました。
　これからの 10 年間は、次のステッ
プとして位置付けます。市民、地域、
行政が同じ目線で考え話し合うこと、
市民が中心となり自発的な地域活動を
活性化させることを目指します。その
ためには行政はもちろんのこと、市民
の皆さんにも意識変革が必要となりま
す。
　10 年間継続して培ってきた「市民
力」を背景に、「若い世代が将来に希
望が持てるようなまち」を実現できる
ように、市民、地域、行政が同じ目標
に向かって、行方らしい価値観を市民
と共有できるようなまちづくりを進め
ます。

3 つの基本理念
（3）身の丈に合った市政運営

人口減少が進み人口構造が変化す
るなかで、過剰な投資や借金は、現
在の市民の負担を重くするだけでな
く、将来世代にも負担を強いること
になります。行方市は、子や孫の世
代に負担をできる限り残さない努力
をすることで、将来世代が希望の持
てるまちづくりを行います。その具
体的取り組みとして、小学校の統廃
合を行いました。これは全国の自治
体の先駆けとなり注目されています。
　学校跡地の活用や地域コミュニ
ティの維持など、課題はまだまだあ
ります。しかし、市民と一緒に解決
策を考えることで、限られた財政規
模で質の高い行政サービスを提供で
きる身の丈に合った仕組みを構築し
ます。

わしのくに）』とつけるべきだろう」
と仰せられ、後にこの故事にならい

『行方』と呼ばれるようになりまし
た。
　奈良・平安時代の郡衙（ぐんが）
跡や廃寺跡を含む遺跡も多く、鹿島
神宮との結びつきを今に伝える年中
行事も残り、行方の地はまさに古代
ロマンの地といえます。

※郡衙・・・日本の古代律令制度の
下で、郡の官人（郡司）が政務を執っ
た役所

す。
　行方台地には貝塚をはじめ、縄文・
弥生時代の土器や集落跡、そして多
数の古墳群も分布しています。行方
台地は、狩猟と漁労の時代から人々
の暮らしに最適な地域だったのです。
　倭武尊（ヤマトタケルノミコト）
が行方の地を訪れた時に、「山ひだと
海の入り江が交差しながらどこまで
も続き、峰の頂には白雲が浮かび、
中腹には霧がかかって、ここの景色
は実に趣があり土地の形状もすばら
しい。ぜひ、この地の名を美しい国
という意味で、『行細の国（なめく

【 コ ラ ム 】

行方市の名前の由来、知っていますか？
　難読地名として名前が挙がることも
しばしばある行方市。市外の知り合い
から「読み方がわからない・・・」と
言われた経験がある人も多いのではな
いでしょうか。市内に住む人にとって
は「読めない」ということはありませ
んが、「なぜ行方市という地名なのか」
を知っている人は意外と少ないでしょ
う。
　今も写本が現存する『常陸風土記』
の中で、｢郡の西に津済 ( わたり ) あり　
謂 ( い ) はゆる行方の海なり｣ と記さ
れているように、1,300 年前、霞ヶ浦
一帯は広大な入海だったとされていま

第 2 章
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行方市長　鈴木　周也

「継続」から「変革」へ
　行方市は合併からの 10 年間、豊かな自
然環境や農業生産、長い歴史と文化などの
地域資源を大切に育み、地域間の「交流や
連携」を深めながら、「行方市の
自立」を目指して取り組んできま
したが、人口は 10 年前に比べて
5,000 人近く減ってしまいました。
　しかし、悲観する必要はありま
せん。
　都会と違って、公共交通や買い
物する場所が少ないかもしれませ
ん。しかし、都会と違う、行方に
しかない魅力が私たちの目の前に
は広がっています。霞ケ浦に落ち
る夕日、どこまでも広がる田園風
景、肥沃な大地でとれるたくさん
の野菜など、行方の魅力を上げた
らきりがありません。
　このことを再認識することがで
きたのは、今回総合戦略書の策定
に携わっていただいた市民の皆さ

年寄りまで増えていけば、人口減
少を食い止めることができると確
信しています。

 今回の総合戦略書は、市民が行
動を起こすための参考書です。行
政は、皆さんが活動しやすいよう
に、市の様々な情報を伝わりやす
いように整理して、積極的に発信
していきます。そして、市民の取
り組みを全面的にサポートいたし
ます。
　これからの行方市は、皆さんの

「市民力」にかかっています。一
緒に、行方市の明るい未来を切り
開いていきましょう。

んの声でした。皆さんは、行方市のことが
大好きで、行方市に住み続けたいと考えて
いました。このような方が、子どもからお

　大宝律令（大宝元年 701 年制定）
は国郡里制度を定め、国の下の行政
単位を郡（こおり）、その下に里を
置く行政組織を確立しました。村落
数か村を集めた 50 戸で「一里（郷）」
とし、その際の 1 戸は 2 ～ 3 軒の家
で構成されていました。「一里（郷）」
の人口は約 1,400 人で、すべての人
に対し戸籍や人の特徴を記した計帳

などの住民台帳が作成されて、それ
をもとに納税と兵役、労役の義務が
課せられていました。
「和名類聚抄（わみょうるいじゅう

しょう）」（930 年頃に成立）では、
常陸国は 11 郡 148 郷からなってお
り、行方郡は 15 郷でした。一郷約
1,400 人 で 計 算 す る と、 約 21,000
人が行方郡に住んでいたことになり

【 コ ラ ム 】

古代の行方地域は、大都市だった！？
ます。奈良時代（西暦 700 年頃）の
日本の人口は 450 万人とされていま
す。その約 200 分の 1 が行方郡に住
んでいたことになるのです。現在の日
本の人口は約 1.2 億人で、その 200
分の 1 は 60 万人です。これは政令指
定都市と同規模と言えます。
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市 民 と 一 緒 に
つくりました。
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5つの
重点プロジェクト
　「なめがた市民 100 人委員会」から出された
意見（行方市の強みと弱み）や、市民アンケー
ト結果、後期基本計画の主要施策を検証したこ
とから見えてきた行方市の課題を解決するため
に、戦略的に取り組むべき「5 つの重点プロジェ
クト」を設定しました。

それぞれのプロジェクトにおける施策（取り
組み）については、100 人委員会での議論を土

台にして作成しており、個々の取り組みのゴー
ルがどこかがわかるように、それぞれに評価指
標を設定しています。
　プロジェクトの各施策は、一部の地域や市民
の関わりによる「部分最適」ではなく、より多
くの市民が利益を享受できるかどうか、「全体
最適」を意識して実施していきます。

※霞ヶ浦から望む紫峰筑波山 
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1. 働く場の拡大プロジェクト

第 3 章　5 つの重点プロジェクト

01 基幹産業である農業を盛り上げる！
【目標】 

▶農産物販売額の増加（平成2 2年約1 8 5億円）
▶経営耕地面積の増加

【施策】 
● 就農希望者への支援、耕作放棄地の解消
●  「なめがたブランド」の構築（水産・畜産含む）

め ざ す こ と （ 基 本 目 標 ）

02 地域に根差した産業を活性化し、
　  「働く場」を確保する！

【目標】 
▶民間事業所数の増加（平成2 4年経済センサス1 , 6 5 4所）
▶完全失業率を下げる（平成2 2年国勢調査4 . 2％）

【施策】
● 観光資源の再発見、活用
● 広域交通ネットワークを活かした地場産業の活性化

　県内 2 位の産出額を誇る行方市の基幹産業・
農業は、従事者の高齢化により、今後急激な担い
手不足と耕作放棄地の拡大が懸念されます。新
たな担い手としての若年者や移住者による新規

就農拡大が喫緊の課題です。また、地元の産業
の活性化のため、行政が地元企業のニーズに対
応する人材を徹底的に調査・分析し、人材の養成、
確保、マッチングに努めます。
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• なめがたの 6 次産業をリードす
るリーダーの育成

【なめがた 6 次産業化農商工連
携ビジネスリーダー：40 名】

• 市内外における広報活動の実施
【道の駅「たまつくり」でマル
シェの開催：年 5 回、情報発信
にかかる媒体の拡大：5 媒体、
地場水産物の販売促進のための
漁師市の開催】

• 鹿行広域ＤＭＯの構築
【観光入込客数：40 万人】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 地産地消を家庭で実践（行方産

品を選んで食べる）。
• 地元以外の知り合いなどへ口コ

ミでの宣伝。
• 地域における地元 PR の強化。

※ＤＭＯ・・・地域の「稼ぐ力」を
引き出すとともに地域への誇りと愛
着を醸成する「観光地経営」の視点
に立った観光地域づくりの舵取り
役。

の情報提供。
• 地域での新住民のサポート体制

の確立。
• 行政が行う作物の調査選定等実

証事業への協力（ＪＡ・出荷団
体等）。

• 農地の集約化に向けての耕作者
の積極的な協力。

• NPO を立ち上げ、農業を盛り上
げる。

施策 2
なめがたブランドの構築（水
産・畜産含む）

　消費者から見ると行方の農産物の
印象は薄いのですが、コンビニの商
品（大学イモ等）の原材料の一部に
行方産が使われているなど、行方の
農産物は身近に存在しています。ブ
ランド力をつけて付加価値を高める
ことで、さらなる産出額の増加を目
指します。

①行政の取り組み【成果目標】
• なめがたブランドの認証制度の

制定及び認証された産品の支援
体制の確立

【なめがたブランド認証制度で
認証された産品：5 品目】

施策 1
就農希望者への支援、耕作放棄
地の解消

　農業を始めたい人のマッチングや専
業農家への農地の集約化と耕作放棄地
の有効活用の両立を図ります。

①行政の取り組み【成果目標】
• 就農支援アドバイザーの確保

【新規就農者数の増加、就農支援
アドバイザー組織の設置、就農支
援アドバイザー数】

• 農業に関する教育機関の誘致活動
【農業系教育機関の誘致：1 校】

• 耕作放棄地再生支援
【耕作放棄地の解消：8.0ha（１年
間で 2.0ha の解消）※耕作放棄地
829ha（平成 22 年農林センサス）】

• 作物の調査選定等実証事業の実施
【新規作物調査研究：2 件】

• U ターン就職（転職）の支援
【青年就農給付金の活用者を増や
す：20 人、就労支援・企業情報
発信サイトを構築し求人登録を行
う：登録件数：60 件】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 後継者のいない農家について市へ

より誇れる農業へ！

13
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※ ワカサギ漁※ なめがたファーマーズヴィレッジ 
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施策 3
観光資源の再発見、活用

　行方市には歴史があり、歴史を活
かした観光によって他地域と差別化
が可能です。市民と一緒に行方の魅
力を再発見し、それらを形（観光プ
ラン）に変えるためのコーディネー
トを行います。

①行政の取り組み【成果目標】
• 地域（観光地）の魅力向上に向

けた取り組みの実践
【観光入込客数：40 万人】

• 歴史・文化の掘り起こし
【行方の歴史・文化を活用した
観光資源の確立、霞ケ浦伝統漁
法の推奨】

• 地域資源を活用した企業との連
携強化

【企業と連携した観光施設等の
誘致：1 企業】

• 友好都市等との連携強化（交流
友好都市の締結）

【交流友好都市：2 都市】
• 民間企業との連携

【なめがたファーマーズヴィ
レッジにてマルシェ：年 3 回、
交流人口・滞在人口（平成 26
年 64,800 人：株式会社 Agoop

「流動人口データ」）の増加】
• 観光交流拠点の強化

【観光入込客数：40 万人】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 自ら行方市の歴史・文化を知り、

観光客へ案内できるようにする。
• 既存のインターネットサービス

（グーグルマップなど）への投稿
や SNS の活用など個人や地域で
情報発信を行う。

• 滞在型観光に向けた、農地の提
供や農作業の指導（グリーンツー
リズム）。

• 景勝地の保全活動の実施。

施策 4
広域交通ネットワークを活か
した地場産業の活性化

　東関東自動車道水戸線の延伸によ
る、首都圏との交通アクセスの利便
性が高まる立地優位性を活かし、地
場産業が活性化するような関連企業
の誘致、移住、観光誘客など、ひと・
もの・資金・技術等を積極的に呼び
込みます。
　市民アンケートの結果では働く場
の確保が大きな課題となっている一
方、市の製造業については担い手が
不足しています。事業所の求人と求
職者のマッチングを図るとともに、
外国人労働者の受入れのための環境
整備を行います。

①行政の取り組み【成果目標】
• 求職者に対する求人情報の提供

の強化
【就労支援・企業情報発信サイ

ト：60 件】
• 適切な雇用条件による就業支援

【事業者に「生活賃金」について
の助言・指導件数：6 件】

• 戦略的な企業誘致の実施
【企業誘致件数：4 件（北浦複合
団地：１社、上山鉾田工業団地：
2 社、その他：1 社）、民間事業
所数の増加（平成 24 年 1,654 事
業所：経済センサス）】

• 起業の実現に向けた支援
【起業者数：2 件、民営事業所数
の増加（平成 24 年経済センサス
1654 ヶ所）】

• 外国人に対する交流支援
【5 か国語のガイドブックの作成、
在留外国人数の増加（平成 26 年
1,005 人：法務省在留外国人統
計）】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 民間の立場（企業、NPO、地域な

ど）でも求職者と仕事のマッチン
グをする。

• 企業自体が、母子家庭などを含め、
女性にとって働きやすい職場環境
作りに注力する。

• 積極的にインターンシップを受入
れ、学生に地元企業の魅力を伝え
ることで地場産業への関心を高め
る。

歴史を生かした観光で
「行方再発見」をする！

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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市民が考える課題　～アンケート結果より～

「働く場所の確保は、若い世代が

　　住み続けるための重要な要素」

65.5%20 代

73.4%30 代

75.5%40 代

79.2%50 代

85.6%60 代

86.7%70 代

① 行方市に住み続けたい人の割合

「行方市に住み続けたい意識」につ

いての質問では、どの年代において

も「住み続けたい」割合が高かった

のですが、若い世代ほどその比率は

下がっていました。

また「安心して結婚・妊娠・子育て
ができる地域になるために必要なこ
と」の回答として「雇用の確保によ
る経済的な安定」が最も高くなって
いることから、子育て世代である若
い世代の働く場が必要と感じている
市民が多いこともわかりました。

１位
自分や家族の職場、
学校が市内又は
近くにある。

２位 長年住み慣れていて
愛着がある。

３位 居住環境、自然環境が良い

20～40代

３位 自分や家族の職場、学校が
市内又は近くにある。

１位 長年住み慣れていて
愛着がある。

２位 居住環境、自然環境が良い

50～70代

② 行方市に住み続けたい理由

雇用の確保による

経済的な安定

という回答が

最多
（69.0%）

「住み続けたい」と回答した人にそ

の理由を聞くと、50 歳代以上は「長

年住み慣れていて愛着がある」とい

う心理面が影響しているのに対し、

20 ～ 40 歳代は「自分や家族の職場・

学校等が市内又は近くにある」、つ

まり「必要性」に基づく居住意思で

あることがわかりました。

これらのことから、働く場の確保は、若い世代が住み続けたいと感じられるための重要な
要素だと考えられます。

③ 「行方市が安心して結婚、妊娠、子育てができ
る地域になるために何が必要ですか？」という
問いに対し
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2. 健康で文化的なまちプロジェクト

め ざ す こ と （ 基 本 目 標 ）

01 日本一「元気で包容力のある地域」を
つくる！
【目標】 

▶健康寿命についての分析
【施策】 

● 健康への関心、行動を高める
● 介護予防の充実、高齢者の生きがいづくり
（介護する側をサポートする体制づくり）

● 地域で高齢者の見守りを行う仕組みづくり
● 誰にでもやさしい地域づくり

02 市民の不安と不満を一掃する医療体制
を構築する！
【目標】

▶病院などの医療機関について不満と感じている人の割合を下げる
（平成2 7年市民アンケートから1 0％減らす）

【施策】
● 救急医療・地域医療体制の充実
● なめがた地域総合病院の拠点化

※健康寿命・・・医療や介護をできる限り必要せずに、健康で生き生きと過ごせる期間。

　憲法にうたわれている「健康で文化的な」生活
（生存権）を、市民一人ひとりが実感し続けるた
めには「地域」の存在が必須です。地域の中で、

子どもも高齢者も、障がいを持つ人も、誰もが
みんなで助け合うことのできる地域づくりを進
めていきます。

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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め ざ す こ と （ 基 本 目 標 ）

01 日本一「元気で包容力のある地域」を
つくる！
【目標】 

▶健康寿命についての分析
【施策】 

●  健康への関心、行動を高める
●  介護予防の充実、高齢者の生きがいづくり
（介護する側をサポートする体制づくり）

●  地域で高齢者の見守りを行う仕組みづくり
●  誰にでもやさしい地域づくり

02 市民の不安と不満を一掃する医療体制
を構築する！
【目標】

 ▶病院などの医療機関について不満と感じている人の割合を下げる
　（平成2 7年市民アンケートから1 0％減らす）

【施策】
●  救急医療・地域医療体制の充実
●  なめがた地域総合病院の拠点化

※健康寿命・・・医療や介護をできる限り必要せずに、健康で生き生きと過ごせる期間。

査】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 高齢者同士、地域の人がふれあ

うことのできる場を提供する。
• 介護予防の必要性を理解し、地

域全体で「声かけ・見守り」に
より、個人の取り組みを支える。

• 福祉施設のボランティアに参加
する。

• デマンドタクシーを周知させる
ためにチラシ等を活用し、病院
や店舗にチラシを置く。

• 介護している人がいたら、自分
の経験を話したり、親身になっ
て聞く。

施策 3
地域で高齢者の見守りを行う
仕組みづくり

　行方市は他市に比べて一人暮らし
の高齢者の数は少ないのですが、地
域の活動などに参加していない人が
多く孤立化が懸念されます。一人暮
らしの高齢者の安否確認や家族介護
者のケアは行政だけでは対応できな
いため、これまで以上に地域の中で
サポートできる環境が今後重要とな
ります。

①行政の取り組み【成果目標】
• 老々世帯及び、一人暮らし高齢

者世帯の見守り・地域で高齢者
の見守りを行う仕組みづくり

【安心して生活できていると感

• 食育について、集会等で周知し、
お互いに気をつけ合う。

• 地域全体で健康診断に参加する
雰囲気をつくる。

施策 2
介護予防事業の充実、高齢者
の生きがいづくり（介護する
側 を サ ポ ー ト す る 体 制 づ く
り）

　地域住民同士が介護をする側に寄
り添った取り組みや、地域包括支援
センターの周知と充実を図ることに
よって、介護者の精神的な負担軽減
を目指します。

①行政の取り組み【成果目標】
• 高齢者と若者等との交流促進

【多世代交流に取り組んでいる
地区の増加】

• 介護予防事業の充実、高齢者の
生きがいづくり・アクティブシ
ニアを増やす

【シルバーリハビリ体操指導士
の増加】

• 高齢者の移動手段の確保
【高速バス、路線バス、乗合タ
クシー、スクールバス等を組み
合わせた路線整備】

• 介護する側をサポートする体制
づくり

【安心して在宅介護している人
の割合の増加】

• 高齢者への就労支援
【生きがいを持って生涯現役で
活躍している高齢者の割合の調

施策 1
健康への関心・行動を高める
　要介護認定率は 18.1％と全国平均
より高く、第 2 号被保険者の認定率（40
～ 64 歳）も高い行方市。1 日 2 回の
おやつタイムでのカロリー過剰摂取な
ど、農家の多い地域特有の食習慣など
が一因と考えられます。壮年世代から
健康診断に行き、健康に関心を持つた
めの環境づくりが必要です。
• 健康診断を受けず、重症化してか

ら医療機関を受診するケースがあ
る。

• 市民全体が高カロリー、高塩分、
高脂質の食事をしている。

①行政の取り組み【成果目標】
• 健康チェック機能の充実

【特定健診受診率：45％】
• 健康まちづくりの推進

【運動習慣のある人の増加、健康
づくり支援所の数：５か所】

• 健康活動を持続するモチベーショ
ン維持

【健康マイレージ登録者数：1,000
人】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 自分の健康は自分で守るという意

識を持って、健康診断等で自分の
健康状態をチェックする。

• 要介護にならないよう、食事や健
康に気をつける。

• 仲間を誘って積極的に健康活動に
励む。

健康あっての楽しい長生き。
孤独にはしない、させない！
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じている一人暮らし高齢者の割
合の増加】

• 認知症徘徊高齢者の見守り
【認知症徘徊高齢者の見守り体
制の構築】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 地域単位で「見守り隊」を結成

し、地域の老々世帯及び一人暮
らし高齢者世帯の見守りを行
う。

• 認知症にならないように活発に
活動する。

• 人のため、自分のためにシル
バーリハビリ体操等のボラン
ティア活動に参加する。

• 近所付き合いを大切にする。

施策 4

誰にでもやさしい地域づくり

　まずは障がい者を知る・理解する
機会を増やし、「障がい者が可哀想だ
から」ではなく、障がい者の特性を
活かした支援を行います。障がい者
のできる部分と、クオリティの高い
部分のマッチングで高性能商品を作
ることも可能です。

①行政の取り組み【成果目標】
• 障がい者の就農支援

【障がいがある者の就農者：1 人】
• 特別な支援が必要な子どもとそ

の保護者への支援体制の充実
【特別支援教育支援員の増員：
17 人、身体障害者支援相談窓
口設置】

• 障がい者を知ることによる多様

性の理解と人のつながりを魅力に
した環境づくり

【障がい者に関わるボランティア
数：高校生 20 名、一般 20 名】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 同じ目線で話す。「障がい者だか

ら」という垣根をなくす。
• 相談にのるなど障がい者の家族を

サポートする（ボランティアな
ど）。

• 障がい者について知らないことが
多いので、知ることから始める。

安心できる医療体制を
構築する！

　なめがた市民 100 人委員会の委
員が、参加したことが契機となって
主体的に地域づくりをスタートする
取り組みが既に生まれています。
　第 1 分科会では、今後も委員一人
ひとりが「自分事」としてまちづく
りに参画していけるよう、「100 人
委員会の有志会（仮）」を立ち上げ
ました。

　第 2 分科会からは「おかげさまで
10 円貯金」という取り組みが動き始
めています。
　1 ヵ月元気に過ごせたと思ったら、

「おかげさまで」と 10 円貯金します。
一人では 1 年で 120 円と僅かですが、
行方市民がみんなで貯金したら 400
万円の貯金になります（もちろん参
加は任意です）。この貯金は、半分は

小学生が使い方を考え、もう半分はハ
ンディキャップのある人たちのために
使います。市民による、市民のための
貯金です。
　市はこうした市民の自主的な取り組
みを、しっかりと支えていきます。

【 コ ラ ム 】

なめがた市民 100 人委員会発！市民が取り組む地域づくり

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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①行政の取り組み【成果目標】
• なめがた地域総合病院周辺の拠

点化と、にぎわいづくり
【なめがた地域総合病院周辺に
にぎわいができたと感じる人の
割合が 70% 以上（市民意識調
査）】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 通院者に周辺施設のニーズを聞

く。
• 病院 3F でのイベント、子育て

支援、栄養サービス、地元食材
を使っての健康食クッキング、
子どもの絵を飾るなど、地域コ
ミュニティとしての病院を考え
る。このようなイベントに患者
以外でも参加できることを周知
する。

• 地域や民間で、病院の周辺にみ
んなが集える場所（カフェやコ
ンビニなど）や憩いの場をつく
る。

手帳の普及：50％】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 一人ひとりが健康や病気に関心

を持ち、かかりつけ医を持つこ
とで総合病院との役割の違いを
認識する（必要な人が必要な医
療を受けられるように）。

• 病院に行かないような健康な体
づくりを心掛ける。

施策 6
なめがた地域総合病院周辺の
拠点化

　行方市の中心に位置し、地域医療
の中核を担うなめがた地域総合病院
周辺の拠点化を進めるとともに、市
民と病院や行政が一緒にイベントな
どを開催することで、にぎわいや憩
いの場を創出していきます。

施策 5
救急医療・地域医療体制の充
実
　医師数が全国ワースト 2 の茨城県内
でも医師が少ない鹿行エリア。市民が
最も課題だと感じていることのひとつ
です。しかし、なめがた地域総合病院
の常勤医師と救急対応率の増加、土浦
協同病院のオープンなど改善の兆しが
見えています。財政制約はありますが、
医療資源を上手に活用し、市民の不安
を軽減します。

①行政の取り組み【成果目標】
• 救急医療・地域医療体制の充実

【なめがた地域総合病院の救急
応対率の向上、人口  1,000  人当
たりの医師数の増加、救急搬送時
間の短縮、病院などの医療機関に
ついて不満と感じている人の割合
を下げる：10％、救急医療につ
いて不満と感じている人の割合を
下げる：10％、ライフメモリー 

安心できる医療体制を
構築する！
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市民が考える課題　～アンケート結果より～

市民が考える課題　～アンケート結果より～

「医療体制への課題意識、不満が高く、対策が必要」

「行方市を住み良くしていくために重

点的にすすめていくべきこと」につい

ての問いへの回答は、「保健・医療の

充実」が最多でした。

「身近な環境の満足度」についての問

いで、「不満」「大いに不満」の合計の

3位と 4位は「救急医療対策」と「病

院などの医療機関」という医療供給体

制に関するものでした。

「安心して子どもを育てられていると感
じない理由」という問いでは、「安心し
て子どもが受診できる病院、診療所が足
りない」という回答が経済的な負担感の
次に多く、「安心して結婚・妊娠・子育
てができる地域になるために必要なも
の」という問いでも雇用の確保に次いで
「安心して妊婦、子どもが受診できる病
院、診療所」の回答が多くありました。

これだけ多くの市民が課題意識や不満を持っているということは、医療供給体制が不十分
である可能性が高いです。2015 年 9 月に行った「事業レビュー」においても、市民や外
部委員から同様の指摘がありました。

１位 保健・医療の充実

２位 子育て支援の充実

３位 高齢者福祉の充実

４位 公共交通網の整備

５位 道路の整備

48.3%　が

安心して子どもが受診
できる病院、診療所が
足りない と回答。

  1位　通勤、通学などの交通機関(51.5%)

  2位　公園、広場、子どもの遊び場(49.7%)

 3位　救急医療体制(45.7%)

 4位　病院などの医療機関(45.4%)

  5位　周辺の道路の歩きやすさ(43.6%)

① 重点的に進めるべき施策　Top5

② 身近な環境の「不満」　Top5

③ 「安心して子供を育てられていない」
　 と感じる人のうち、

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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　中世になり行方地方に勢力を拡大したのは常
陸平氏の一族でした。

平忠幹（たいらのただもと）が、吉田（水戸
市）から行方郡に進出し行方次郎と名乗り、郡
内の開発を進めました。忠幹は、所領を四人の
子どもに分割し、彼らが後の『行方四領（小高氏、
島崎氏、麻生氏、玉造氏）』の祖となりました。
彼らは霞ヶ浦の水運経済を背景に港やまちを開
き、壮厳な社寺を築きました。
　南北朝期には行方地方も動乱に巻き込まれ、
戦国時代末期には鹿行地方の南方三十三館の領
主たちは佐竹氏に滅ぼされてしまいました。そ
の佐竹氏も関が原の合戦後に秋田へ移封とな
り、行方地方は水戸徳川家をはじめ徳川氏縁故
の大名や外様小藩の麻生新庄氏領、天領、旗本
知行地などに分割支配されました。
　その後、旧三町域ごとにそれぞれ特色のある
発展を見せます。　旧麻生町域は麻生藩の陣屋
町として、旧北浦町域は水戸・江戸を結ぶ水運
の要地として、旧玉造町域は国府（石岡）と鹿
島神宮を結ぶ要地、霞ヶ浦の水運の要地として
栄えました。

【 コ ラ ム 】

特色のある発展を遂げた旧三町域
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行方市の特産品や場所などについて
の自慢を、茨城県内外の人に自信を
持って話せるようになりました。（40
代・男性、50 代・男性）
仕事先で行方市の宣伝をしていま
す。（40 代・男性）
ブログを開設して行方市のことを発
信するようになりました。（40 代・
女性）

市内のお店を利用することが増えま
した。（40 代・女性）
農業者ではないけれど、何か行動を
と思い、新しい作物の加工にチャレ
ンジしています。（60 代・男性）
高齢者や障がい者に進んで声を掛け
るようになりました。（70 代・女性）
地域の役に立てることを考える会を
作りました。（30 代・男性）
市内の事業主と、行方市の未来像を
ディスカッションすることが多くな
りました。（40 代・男性）
家族で 100 人委員会の話をするよう
になりました。（60 代・女性）

【 コ ラ ム 】

100 人委員会委員「私はここが変わりました！」
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3. 住みやすい地域プロジェクト

め ざ す こ と （ 基 本 目 標 ）

01 住みやすい環境を整備する！
【目標】

▶コミュニティ団体の設置数
▶行政区への加入率を9 0%へ上昇する

【施策】
● 地域の特色を活かした定住支援
● 新しい地域コミュニティの構築
● 空き家、空き施設を活用した地域ビジネスの創出

03 公共施設、インフラを持続可能にする！
【目標】

▶公共施設等総合管理計画に基づいて実行していく
【施策】

● 市民主体となる公共施設の運営、活用
● 持続可能な公共インフラの整備

02 市民のニーズにあった公共交通を実現
する！
【目標】

▶公共交通に不満を感じている人の割合を下げる
【施策】

● 市民のニーズにあった公共交通体制の構築

　行方市の「住みやすさ」を最大限に生かすために、
公共施設、公共交通、地域づくりを一部の市民だけ
の部分個別最適で考えるのではなく、それぞれの施

策を横軸でつないで、地域全体に派生する全体最適
の思考によるまちづくりを図っていきます。

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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め ざ す こ と （ 基 本 目 標 ）

01 住みやすい環境を整備する！
【目標】

▶コミュニティ団体の設置数
▶行政区への加入率を9 0%へ上昇する

【施策】
●  地域の特色を活かした定住支援
●  新しい地域コミュニティの構築
●  空き家、空き施設を活用した地域ビジネスの創出

03 公共施設、インフラを持続可能にする！
【目標】

▶公共施設等総合管理計画に基づいて実行していく
【施策】

●  市民主体となる公共施設の運営、活用
●  持続可能な公共インフラの整備

02 市民のニーズにあった公共交通を実現
する！
【目標】

▶公共交通に不満を感じている人の割合を下げる
【施策】

●  市民のニーズにあった公共交通体制の構築

• 消防団ＯＢ等により、消防団員
不足時の応援、緊急時の後方支
援を行う。

• 災害時の避難誘導等について計
画し、定期的な避難訓練を地域
全体で行う。

• 個人で 3 日間以上の生活用品
（食糧）の備蓄を行う。

• 世代間交流の機会を設ける。
• なるべく多くの人がかかわる運

営、組織づくり。
• 次世代リーダー育成を地域の課

題とする。

施策 3
空き家、空き施設を活用した
地域ビジネスの創出

　統廃合した学校や地域の集会施設
などには、有効活用されていない施
設もあります。身の丈に合った公共
施設の数にするとともに、存続させ
る公共施設については有効活用し、
利用を増やします。

①行政の取り組み【成果目標】
• 空き家のデータベース化

【空き家・空き地登録数　30 件、
空き家バンクの利用者数】

• 空き家施設を活用したビジネス
モデルの創出

【ビジネルモデルの実施：3 件】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 空き家についての情報を行政に

提供する。
• 空き家の維持管理のボランティア。

となりリーダーを養成します。
　また、県内で 3 番目に多い 1300
人の団員数を誇る消防団も、近年負
荷が大きく担い手が減少傾向にあり
ます。今後の高齢化や防災の観点を
踏まえて持続可能な消防団体制を検
討していきます。

①行政の取り組み【成果目標】
• 地域コミュニティの活性化

【旧小学校単位の地域コミュニ
ティを再生するまちづくり運営
団体の設置、地域行事に参加し
ている人の増加、地域コミュニ
ティで活躍する地域担当職員
数】

• 高齢者ボランティア
【新たに 65 歳以上のボランティ
ア数の把握】

• 消防団 OB 組織化等による防災
体制の強化

【消防団 OB 組織化の実現、消防
団の課題を整理し、改善策等の
明確化を図る】

• 地域を担うプロデューサーの育
成

【地域プロデューサーの育成：
52 人】

• 市民活動センターの設置
【市民活動センターの設置】

• 地域づくりの専門部署の創設
【行政に地域づくり専門部署の
設置】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 地域の行事に積極的に参加する。

施策１
地域の特色を活かした定住支
援

　地域に溶け込み、地域で不安なく生
活できるための仕組みづくりを進める
一方、行方市で農業を始めたい人たち
を支援することで、U ターン者、I ター
ン者、J ターン者を増やしていきます。

①行政の取り組み【成果目標】
• UIJ ターン者への支援

【UIJ ターン者数の増加】
• 定住しやすい環境づくり

【定住相談ワンストップ窓口の設
置】

• 学校跡地を活用した、モデルタウ
ンの整備

【モデルタウンの整備：1 ヵ所】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 移住者と積極的にコミュニケー

ションを図る。
• 移住者や若者、女性に親切で過ご

しやすい環境づくりの推進。
• 移住者が地域の行事等に参加しや

すいようにする（地域の受け入
れ）。

• 移住者が居住できるシェアハウス
を運営する。

施策２
新 し い 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の
構築

　市民主体の地域づくり、まちづくり
を推進していくため、各行政区が主体

安全・安心な環境で暮らせる
ように！



Namegata-city
総 合 戦 略 書24

施策 4
市民ニーズにあった公共交通
体制の構築

　まちづくりと連携し、高速バス、
路線バス、乗り合いタクシー（公営）、
民間タクシー、スクールバス等を組
み合わせた持続可能な公共交通ネッ
トワークを形成します。

①行政の取り組み【成果目標】
• 公共交通の便をよくする

【高速バス、路線バス、乗り合
いタクシー、スクールバス等を
組み合わせた路線整備、公共交
通に不満を感じている人の割合
を下げる】

• レクリエーション拠点への公共
交通手段の確保

【水郷筑波サイクリングコース
の整備、霞ヶ浦広域バスの運行
拡大、行方市・潮来市・鹿嶋市
の 3 市による広域公共交通の整

備】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 公共交通機関に対して理解を深

め、利用する。
• ノーマイカーデーの実施。
• 高齢者、通学者にやさしい公共交

通作りを研究する。

生活に活用できる公共交通を
実現する！

　行方市は 2005（平成 17）年 9 月
2 日、麻生町、北浦町、玉造町が合
併して誕生しました。
　旧玉造町とかすみがうら市の間の
霞ヶ浦に「霞ヶ浦大橋」、旧北浦町
と鉾田市の間の北浦に「鹿行大橋」、
旧麻生町と鹿嶋市の間の北浦に「北
浦大橋」と 3 つの大橋が架かり、離
島のような地域となっています。そ

の橋を東西に国道 354 号が、南北に
国道 355 号が結んでいます。
　市街地は、霞ヶ浦湖岸の低地に麻
生市街地、玉造市街地が、北浦湖岸
の低地に北浦市街地があるほか、市
内一円に集落が点在しています。
　首都東京から東関東自動車道や常
磐自動車道を経由して 2 時間弱であ
り、また、成田国際空港、茨城空港、

鹿島臨海工業地帯、筑波研究学園都市
といった交通、産業、研究の要所から
も近距離に位置しています。

【 コ ラ ム 】

３つの大橋が架かる現在の行方市

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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①行政の取り組み【成果目標】
• 公共インフラの整備

【人口ビジョンや財政規模に
あった公共インフラの計画的な
整備方針を策定する】

• 新たな公共施設整備
【公共施設等総合管理計画に基
づく公共施設の保有総量の適正
化を図り、施設の総量を増やさ
ないようにする。単一機能の施
設ではなく、複合化の施設を検
討する】

②市民（個人）、地域・民間の取り組
み
• 持続可能か、維持管理費等の経

費が抑制されるかを考える。
• 建設の必要性について考える。
• 除草作業、清掃等の軽微な維持

管理に協力する。

を検討、マーケティング調査の
実施、廃校の活用方法を市民と
考える機会をつくる】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 公共の利益とともに、行方市の

将来を考えた施設のあり方を理
解する。

• 事業利用時の負担を考える。
• 除草作業等の施設維持管理につ

いて協力する。
• 廃校を利用したイベントの提案。
• 不必要な施設を要求しない。

施策 6
持 続 可 能 な 公 共 イ ン フ ラ の
整備

　社会情勢や市民ニーズを的確に把
握するとともに、人口減少や人口構
造、都市構造の変化を見据えて、公
共施設等総合管理計画に基づき、真
に必要な公共インフラ（道路、上下
水道、公園など）の整備を計画的に
実施します。

施策 5
市民主体となる公共施設の運
営、活用

　行方市の公共施設は約 200（うち消
防機庫が 73）あり、築 30 年以上が全
体の約 52％を占めています。今後の
財政状況の見通しを考えると、すべて
の施設を更新することは難しい状況で
す。必要性、機能のあり方を見直し、
身の丈に合った数にしていきます。

①行政の取り組み【成果目標】
• 市民が必要とする公共施設の活用

に変えていく
【公共施設を活用する市民の割合
を上げる、各公共施設の稼働率を
上げる】

• 公共施設跡地の有効活用
【公共施設跡地を活用した観光事
業：2 件、フィルムコミションに
よる活用】

• 廃校を宿泊施設として活用
【宿泊施設として活用できる廃校

ムダなく使う公共施設にする！
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市民が考える課題　～アンケート結果より～

「日常生活の利便性の向上が課題

ー特に買い物の場所と公共交通」

① 身近な環境の「不満」　Top10

② 「行方市に住み続けたくない」
と答えた人の理由

「身近な環境の満足度」で、「通勤・
通学などの交通機関」は最も不満
が多く、「日常の買い物」も比較
的不満が多くなっています。

「行方市に住み続けたくない」人
に対しその理由を聞いたところ、
最も多いのが「買い物など日常の
生活が不便」でした。

以上のことから、日常的な買い物ができる場所へのニーズは高いといえます。行方市内や近隣地
域の買い物ができる場所の実情や、アクセス状況等もふまえて、買物の利便性が向上するような
方策を考える必要があります。その際には公共交通全体についても併せて考えていきます。鉄道
がなく、バス路線も少ない行方市の公共交通の現状の中で、通勤や通学、その他買い物や通院な
ど、日常的な交通の課題がどの程度あるのか、ニーズの把握と対策が必要です。

 1位　通勤・通学などの交通機
関(51.5%)

 8位　日常の買い物(38.6%)
  9位　ハエ、蚊などの害虫駆除(34.2%)
10位　騒音、振動、悪臭などの公衆衛生(24.7%)
※ 身近な環境の満足度を問うた設問で、「不満」「非常に不満」と回答した人
の割合

買い物など日常の
生活が

不便である

という回答が

最多（54.2%）

「市内の公共施設の利用状況」
を聞いた設問では、市役所を除
いたすべての施設で「ほとんど
利用しない」と「利用したこと
がない」の合計が 60％を上回り
ました。

③ 公共施設の利用状況

21.2% 79.4%
文 化 施 設 福 祉 ・ 保 健 施 設

28.8% 39.5%
体 育 施 設 公民館、学習センター

70.9% 79.4%
図 書 館 市 役 所（ 各 庁 舎 ）

各 施 設 の 利 用 率

市民が考える課題　～アンケート結果より～

「公共施設の機能、配置の　

　　適正化が課題」

④ 公共施設のあり方として重視する点

１位 時代にあった機能と
設備の維持

２位
複合的に使用し、共有化する
ことでの相乗効果、効率性の
重視

３位 地域住民が集える拠点性の
重視

20～40代

３位 時代にあった機能と設備の
維持

２位
複合的に使用し、共有化する
ことでの相乗効果、効率性の
重視

50～70代

１位 地域住民が集える拠点性
の重視

「公共施設の整備のあり方とし
て重視すべき点」では、特に若
い世代で「時代に合った機能と
設備の維持」との回答が多く
なっています。また「複合的に
使用し共有化することでの相乗
効果、効率性の重視」も次いで
回答が多くありました。

人口構成等の変化があり、求められる機能と設備も変化しているため、時代にあった
公共施設のあり方を考える必要があります。また「複合的に使用し共有化することで
の相乗効果、効率性」の視点も欠かせません。あわせて、先述の公共交通とともに、
配置のあり方についても考える必要があると言えます。
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「身近な環境の満足度」で、「通勤・
通学などの交通機関」は最も不満
が多く、「日常の買い物」も比較
的不満が多くなっています。

「行方市に住み続けたくない」人
に対しその理由を聞いたところ、
最も多いのが「買い物など日常の
生活が不便」でした。

以上のことから、日常的な買い物ができる場所へのニーズは高いといえます。行方市内や近隣地
域の買い物ができる場所の実情や、アクセス状況等もふまえて、買物の利便性が向上するような
方策を考える必要があります。その際には公共交通全体についても併せて考えていきます。鉄道
がなく、バス路線も少ない行方市の公共交通の現状の中で、通勤や通学、その他買い物や通院な
ど、日常的な交通の課題がどの程度あるのか、ニーズの把握と対策が必要です。

  1位　通勤・通学などの交通機
関(51.5%)

  8位　日常の買い物(38.6%)
  9位　ハエ、蚊などの害虫駆除(34.2%)
10位　騒音、振動、悪臭などの公衆衛生(24.7%)
※ 身近な環境の満足度を問うた設問で、「不満」「非常に不満」と回答した人
の割合

買い物など日常の
生活が

不便である

という回答が

最多（54.2%）

「市内の公共施設の利用状況」
を聞いた設問では、市役所を除
いたすべての施設で「ほとんど
利用しない」と「利用したこと
がない」の合計が 60％を上回り
ました。

③公共施設の利用状況

21.2% 79.4%
文 化 施 設 福 祉 ・ 保 健 施 設

28.8% 39.5%
体 育 施 設 公民館、学習センター

70.9% 79.4%
図 書 館 市 役 所（ 各 庁 舎 ）

各 施 設 の 利 用 率

市民が考える課題　～アンケート結果より～

「公共施設の機能、配置の

　　適正化が課題」

④ 公共施設のあり方として重視する点

１位 時代にあった機能と
設備の維持

２位
複合的に使用し、共有化する
ことでの相乗効果、効率性の
重視

３位 地域住民が集える拠点性の
重視

20～40代

３位 時代にあった機能と設備の
維持

２位
複合的に使用し、共有化する
ことでの相乗効果、効率性の
重視

50～70代

１位 地域住民が集える拠点性
の重視

「公共施設の整備のあり方とし
て重視すべき点」では、特に若
い世代で「時代に合った機能と
設備の維持」との回答が多く
なっています。また「複合的に
使用し共有化することでの相乗
効果、効率性の重視」も次いで
回答が多くありました。

人口構成等の変化があり、求められる機能と設備も変化しているため、時代にあった
公共施設のあり方を考える必要があります。また「複合的に使用し共有化することで
の相乗効果、効率性」の視点も欠かせません。あわせて、先述の公共交通とともに、
配置のあり方についても考える必要があると言えます。
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4. みんなで育むプロジェクト

め ざ す こ と （ 基 本 目 標 ）

01 子育てしやすい地域にする！
【目標】

▶子育て世帯の満足度の向上
▶子育て世帯の社会増減の分析
※子育て世帯…1 8歳までの子どもがいる世帯

【施策】
● 切れ目のない育児相談体制の充実
● 地域での子育て環境の充実
● 仕事と子育ての両立支援

03 子どもを産みたい希望を叶え、住みた
いまちをつくる！
【目標】

▶子育てしやすいと感じる市民の割合の増加
【施策】

● 交流人口の増加、希望の出生数を実現する支援

02 行方の特色を活かした教育を行う！
【目標】

▶行方市に興味・関心を持つ子どもの割合の増加
【施策】

● 特色を活かした教育環境の充実

　行方市の豊かな自然環境で、市民が安心して子ど
もを産み、育てることができる環境を整備し、子ど
もの頃から郷土愛を育む教育環境を充実すること

が必要です。市内外に住む若い世代から「行方市で
子どもを産み、育てたい！」と住む場所として選ん
でもらえるようなまちづくりを進めていきます。

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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　参加意欲のある住民や団体と、本
計画にあるような取り組み等の地域
ニーズをマッチングさせて、行方市
全体で子育てを行っていく機運を高
めていきます。

①行政の取り組み【成果目標】
• 各公民館、地区館（地区集会所）

での一時預かり体制の構築
【ボランティア体制の構築、地
区での一時預かり体制の構築】

• 子育てボランティアの積極的な
活用

【ボランティア体制の構築、ボ
ランティアポイントの導入】

• 小学校（旧小学校区）を核とし
ていた地域コミュニティの再構
築

【旧小学校単位の地域コミュニ
ティを再生するまちづくり運営
団体の設置】

• 地域で寺子屋（勉強だけでなく
昔の遊びも学べる場所）の構築

【地域で寺子屋を設置する】
• 行政内子育て支援の担当課間で

の連携

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 地域での子どもの見守りや悪い

ことをする子どもを叱る勇気を
もつ。

• 近所の人と積極的にコミュニ
ケーションをとり、いざという
時にいつでも相談できる関係を
築く。

• 小・中・高・大の連携を深め、

知っている人の割合】
• 障がいのある子どもへの支援

【子育て世代包括支援センター
の設置、教育相談員：4 人、教
育指導員：1 人】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 子育てコンシェルジュに積極的

に立候補する。
• 乳児健診を受診する。
• 子育てに不安を抱える家庭が、

地域や行政に求めているものは
何かを把握し、できることを実
行していく。

※子育てコンシェルジュ・・・コンシェ
ルジュは、お客様の様々な相談や要
望に応える「よろず承り係」のこと
です。子育てが一段落した市民の方
に、子育てサービスの紹介や日常的
な子育ての相談を地域の中で行って
もらう仕組みづくりをしていきます。

施策 2
地 域 で の 子 育 て 環 境 を 充 実
する

　子育て分野には子育てボランティ
アがいますが、母子健診の際のサポー
トをお願いするくらいで、十分に活
躍していただけていません。また、
子育てボランティアに限らず、地域
にはボランティア（地域貢献）に対
して参加意欲を持つ住民や団体が潜
在しています。ボランティアではな
いのですが、シルバー人材センター
のような団体も存在しています。

施策 1
切れ目のない育児相談体制の
充実
　保護者のニーズと保育サービス等を
適切に結びつけることを目的として、
子育てに困ったときに電話（テレビ電
話なども検討）で対応してもらえる
サービスや、一時託児サービスなどを
行います。子育て情報の水先案内人で
あるコンシェルジュがたくさんいるこ
とは、子育て支援に手厚いため、市の
魅力にも繋がります。

①行政の取り組み【成果目標】
• 子育てコンシェルジュの育成

【子育てコンシェルジュ数：50 人】
• 子育て相談窓口の充実

【子育て世代包括支援センターの
設置、この地域で今後も子育てし
たいと思っている人の増加】

• 子育てボランティアや各種ボラン
ティアとの連携

【ボランティア数の増加】
• 子育て世代が各種会議に参加しや

すい環境づくり
【ボランティアの人材バンク構築、
会議に参加している子育て世代の
増加】

• 母子健診の推進
【赤ちゃん訪問実施率：100％、
健 診 未 受 診 者 フ ォ ロ ー 率：
１００％、産後ケアを十分に受け
られたと答えた母の割合】

• 配慮の必要な子どもに対する支援
【各相談、教室の実施回数の維持、
育てにくさを感じた時の相談先を

助け合って子育てする地域に
する！
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教え合い、情報交換の場として
寺子屋を作る。

• 子ども会の中で、保護者や祖父
母で子どもの面倒を見ることが
可能な人材を確保しておく。

• 伝統的な技術や方法を教える指
導者的な人材の育成。

• 地区館での一時預かりをまずは
月一くらいでやってみる。

• 地域の祭や行事を盛り上げ、子
どもたちに参加してもらう。

• シルバー人材センターの業務内
容を子育て分野で拡大する。

施策 3
仕事と子育ての両立支援

　男性が積極的に育児に関わり、女
性の負担を軽減するような取り組み

を行う。共働き世帯へのサポートを
行います。
　病児、病後児保育を実施できる環
境を整備します。
　保育園や学童保育で、台風等（災
害時を含む）で親の送迎ができない
場合などに、地区館などの地域の施
設で、地域の人たちで見守れる体制
を構築します。

①行政の取り組み【成果目標】
• 病児、病後児保育のニーズを把

握し、実施できる環境を整備【病
後児保育：３保育所以上、病児
保育事業：1 ヵ箇所】

• 安全安心に預かる放課後児童ク
ラブの構築

【余裕教室を利用した放課後児 

童クラブの増加、放課後子ども教
室の増加：44 回／年】

• 両立支援の推進
【事業者に「働きやすい職場づく
り」についての助言・指導：6 件、
育児休業を取得したことのある男
性の増加】

• 『ファミリーサポートセンター』、
『子育てボランティア』の充実
【子育てサポーター登録者数：50
名】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• ノー残業デー等の男性子育てを応

援する環境づくり。
• 子どもを安心して預けることがで

き、仕事を休まなくてもすむ環境
づくりを進める。

施策 4
特 色 を い か し た 教 育 環 境 の
充実

　行方市で生まれ育った実感が湧く
教育を行います。地域で育った子ど
もが行方市を出た後、行方市を良く
したいという意欲を持って再び戻っ
てくるような教育を目指します。企
業や農協などと学校が連携し、キャ
リア教育も行います。

①行政の取り組み【成果目標】
• 行方市ならではの「生きる力を

育む教育」の実施
【中学校における職場体験学習

の職種を増やす】
• 郷土愛を育む地域学習の実践

【親子でふれあいなめがためぐ
りの開催：2 回、行方市が大好
きな子どもの割合の向上】

• 地域と学校を結ぶキャリア教育
コーディネーターの誘致、育成

【地域と学校の結びつきの再構
築、コミュニティー・コア・ス
クールプランの策定】

• 将来の行方市を担う子どもたち
の人材育成

【スポ少・中学生・高校生の一
貫したプログラムの支援体制の
構築、法人化した総合型スポー
ツクラブの設置】

• 大学の誘致
【ふれあいスタディの受け入れ人
数の増加：3 地区合計 90 名】

• 修学支援（優秀な人材の確保）、
奨学生制度の検討

【修学支援制度利用者：6 人】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 収穫から販売までの一貫した活動

を取り入れ、６次産業的なスタン
スから、行方市の産業の一角を担
う人づくりをする。

• 中学、高校で行っている就業体験
（職場体験）に関して、市内の中学、
高校と連携して、市内の事業所で
の体験を進めていく。

行方に生まれ育ったことに
プライドを持てる教育を行う！

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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• 子育てしやすい環境づくり
【子育てしやすいと感じる人の
割合の増加、出生数の増加】

②市民（個人）、地域・民間の取り組
み
• 事業所同士の交流会など、出会

いの場を創出。
• 地域の中で、おっせかい役を育

てる。

※チーム OSK・・・地域の「おせっか
い（OSK）」役として、行方市らしさ
のある若者の思いに寄り添った地域ぐ
るみの結婚支援活動をボランティアで
行っています。

①行政の取り組み【成果目標】
• 結婚の支援

【チーム OSK の人数：15 名、成
婚者数の増加】

• 育児中の女性が安定して働くこ
とができるようにする

【子育てサポーター登録者数：
100 名、事業者に「働きやすい
職場づくり」についての助言・
指導：6 件、女性就業率の向上】

• 出産、育児の希望を叶える支援
【助成費利用者件数の増加、育
児相談の対応件数、出生数の増
加】

• 小学校の授業で赤ちゃんと触れ合
う機会を設ける。

• 高齢者に過去の地域のことを聞
き、資料として残すとともにイン
ターネットへ掲載する。

施策 5
交流人口の増加、希望の出生数
を実現できるような支援

　行方市の豊かな環境の中で、市民が
安心して子どもを産み、育てることの
できる環境を整備し、若い世代から「行
方市で結婚し、子どもを産み・育てた
い」と、住む場所として選んでもらえ
るような取り組みをします。

得してもらう説明能力の向上をは
かっていく必要があります。

　3 つ目は、議論での指摘や改善策
を事業内容に反映していくことで
す。

　事業レビューは平成 28 年以降も
継続的に実施することを予定してい
ます。

手法をとったことで、これまで行政
との接点が少なかった人や若年世代
など、これまでにはないほど幅広い
市民が参加したことが特徴です。

　2 つ目は、情報をオープンにして
市民と共有することです。
　行方市が実施する 35 事業につい
て、事業の目的や成果をオープンに
し、課題や改善策を市民の皆さんと
一緒に考えました。この議論の過程
で、市民にとって分かりやすい資料
作成や事業の説明が大切であること
を痛感しました。今後、職員全体の
意識を変え、市民に説得ではなく納

　行方市では、本計画策定のプロセス
として、外部の視点を採り入れながら
市民による評価を行う「事業レビュー」
を初めて実施しました。

　事業レビューの目的は大きく 3 つで
す。
　1 つ目は、一人でも多くの市民が行
政を「自分事」として考えられるよう
にすることです。
　無作為抽出で選ばれた「なめがた市
民 100 人委員会」の委員が、事業レ
ビューの判定人（外部の専門家の議論
を聞いたうえで事業の評価を行う役
割）を務めました。無作為抽出という

【 コ ラ ム 】

事業レビューで変わり始めた市政運営



Namegata-city
総 合 戦 略 書32

市民が考える課題　～アンケート結果より～

市民が考える課題　～アンケート結果より～

「子どもを育てる環境を改善・充実させていくことが　　

　　必要」

「行方市を住み良くしていくため
に重点的にすすめていくべきこ
と」で、年代別の分析結果を見る
と 20 歳代、30 歳代は「子育て支
援の充実」の回答がもっとも多く
なっています。

その世代が考える「安心して結婚、
妊娠、子育てができ出来るために
必要なもの」は図のとおりです。

一方で「身近な環境についての満足度」
を見ると、「通勤・通学などの交通機関」
「公園・広場・子どもの遊び場」「スポー
ツ・文化・レジャー施設」と、子どもが
直接関わる項目が「不満」「大いに不満」
の合計が高くなっています。

以上のことから、行方市は子育てしやすい環境を改善・充実させていくことが大事だと考
えられます。

① 重点的に進めるべき施策（世代別）

1位　雇用の確保による経済的な安定(69.1%)
2位　安心して妊婦、子どもが受診できる病院、
　　  診療所(58.5%)
3位　結婚、妊娠、子育てに関する職場の理解
　　　(53.5%)
4位　地域住民の協力、支援(34.2%)
5位　包括的な相談機関(20.6%)

※ 身近な環境の満足度を問うた設問で、「不満」「非常に不満」と
回答した人の割合

② 20 代 ,30 代が考える「安心して結婚、妊娠、
子育てができるために必要なこと」

１位 子育て支援の充実

２位 保健・医療の充実

３位 高齢者福祉の充実

１位 高齢者福祉の充実

２位 保健・医療の充実

３位 子育て支援の充実

20～40代 40～70代

 1位　通勤・通学などの交通機関(51.5%)

 2位　公園、広場、子どもの遊び場(49.7%)

  3位　救急医療体制(45.7%)

  4位　病院などの医療機関(45.4%)

  5位　周辺の道路の歩きやすさ(43.6%)

 6位　スポーツ、文化、レジャー施設(43.2%)

③ 身近な環境の「不満」

第 3 章　5 つの重点プロジェクト
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5. 情報発信で日本一プロジェクト
　行方市では、全国自治体 3 番目（関東地区初）
となるフルセグのエリア放送を整備し、防災情報を
含む様々な情報発信日本一のまちづくりを目指して

います。子どもからお年寄りまでの誰もが利用でき
る地上デジタルテレビで、情報を共有するまちづく
りを始め全市民活躍の機会を創生していきます。

施策 1
情報産業の振興

　将来の起業化につながるような行
方市特有のＩＣＴを活用することが
できる人材を育成し、情報通信系大
学との連携や大学キャンパス、ＩＣ
Ｔ関連産業の誘致を図ります。

①行政の取り組み【成果目標】
• 双方向通信の活用による情報の

提供、市政への参画
【エリア放送を受信している市
民の割合、市民がエリア放送を
活用し市政に参画する仕組みの
構築】

• コンテンツ編成コーディネー
ターの育成

【コーディネーター育成事業の

実施】
• 地域メディアプロデューサー

【プロデューサー数：200 名】
• 市民参加のコンテンツ制作と発

信
【コンテンツ数：150 本】

• オープンデータやビッグデータ
の活用による新しい産業の創出

【オープンデータやビックデー
タの活用】

• 情報通信系の大学との連携・キャ
ンパス誘致

【情報通信系大学の誘致】
• 安全安心な地域づくり

【防災情報がきちんと受けられ
ている市民の割合の増加、安全
安心な地域だと感じている市民
の割合の増加】

• ICT を活用した地域コミュニティ
の確立

【ICT を活用した新しい地域づく
りに取り組んでいる地区】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 地域での防災意識の向上。
• 地域コミュニティの強化。
• 自主防災組織を設置し、情報を活

用する。

施策 2
情報発信の推進

　子どもから大人までたくさんの市民
の力でまちの魅力を再発見し、広報誌
やホームページだけでなく、エリア放
送を活用して、市民に有効活用しても
らえるわかりやすい情報を発信しま

め ざ す こ と （ 基 本 目 標 ）

全市民が情報発信源となり、情報発信日本一の市
を目指す！

【目標】
▶情報発信に関わっている市民の割合

【施策】
● 情報産業の振興
● 情報発信の推進
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市報やホームページの他にも、次の
ような情報媒体があります。

○エリア放送・・・全国自治体 3 番
目（関東地区初）に実施するホワイ
トスペースを利用した自宅のテレビ
で視聴できるエリア放送の整備を進
めています。防災情報の伝達をより
確実なものにし、行方市からの情報
がますます身近なものになっていき
ます。平成 28 年度中には、全世帯
で視聴可能となるように進めていま
す。

○なめがた日和・・・民間事業者が
行方市と官民協働で作り、何よりも
地元らしさを大切にする地域ポータ
ルサイトです。「ここを見れば行方
市の情報は何でもわかるね」という
地域ポータルサイトになることを目
指しています。

行方市をもっと詳しく知りたい方へ

• イベントを実施するときは市に
早めに情報提供する市からの情
報を住民、従業員に周知する。

※ふるさと住民票…行方市で生まれ
強い愛着を持ちながらも現在は離れ
た都市で暮らす人や、仕事などで居
住地を時々変える必要がある人な
ど、行方市との関わり方は様々です。
このような心のつながりを可視化す
る一つの手法です。

【市の戦略的広報活動の指針と
なるパブリシティマニュアルを
策定する】

• ICT を活用した情報の発信
【観光情報媒体の構築、子育て
ポータルサイト登録者数の増
加】

②市民（個人）、地域・民間の取り組み
• 市内在住者にふるさと納税の

キャンペ－ンなどを行い、市外
の方を紹介してもらう（前行方
市在住、友達、親戚等）。

• 入ってきた情報を口コミ情報と
して知り合いに伝える。

す。

①行政の取り組み【成果目標】
• 行方を宣伝する観光大使の育成

【ちびっこ観光大使数：10 人、誰
でも観光大使数：10 人】

• ふるさと納税を活用した情報発信
【ふるさと納税者数：年間 20,000
人、ふるさと納税リピーター数の
増加】

• ふるさと住民票の導入
【ふるさと住民票登録者数：800
人】

• 行政内の情報の一元化（※市民目
線での情報発信）

湖に囲まれた豊かな環境を、
市民が自慢に思い、まちの
魅力を有効的に発信する。
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実 行 度 の 進 捗 状 況 、
評 価 体 制 の 構 築

第 4 章

第 4 章　実行度の進捗状況、評価体制の構築

計画をつくる
・なめがた市民 100 人委員会
・行方市議会　地方創生推進特別委員会
・なめがた未来のまちづくり協議会

計画にそって取り組む
・市民
・なめがた市民 100 人委員会
・なめがた未来のまちづくり協議会
・なめがた地域活性化協議会

取り組みを改善する
・なめがた未来のまちづくり協議会

取り組みをチェックする
・行政改革推進委員会
・なめがた未来のまちづくり協議会
・無作為抽出で選んだ市民

Plan Do

CheckAction

　市民が中心となった本計画の策定
方法やプロセスは、行方市では初め
ての試みでしたが、これまで市がア
プローチのできなかった市民と一緒
に議論することができ、行政内部で
の検討では出てこなかった新たな視
点がたくさん生まれたこと、また参
加した市民の皆さんの「自分事度」
の高まりという効果がありました。
今後各分野で策定される諸計画にお
いても、同様の手法を取り入れ、また、

策定するだけでなく推進、点検・評価、
改善を実効性のあるものにします。
　今回策定の中心を担った「なめが
た市民 100 人委員会」委員の中には、
委員会に参加したことで意識や行動の
変化につながっている人も既にいま
す。そのような方々も含めた市民の自
主的な活動を、行政が「仕切る」こと
なく、常に状況を把握しながら適切な
サポートを行っていきます。

　計画の策定はあくまでもスタート
で、行方市の重点課題を市民全体で
共有し、今後いかにして実行に移し
ていくかが重要です。
　行政だけでなく市民一人ひとりが
この計画を ｢自分事｣ として考える
ことが最優先であると考え、計画策
定（Plan）、推進（Do）、点検・評価

（Check）、 改 善（Action） の す べ て
の過程において、市民が関わること
のできる環境をつくりました。
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行います。

4. 取り組みを改善する

これまで行政の計画は、一度つく
ると変更することがありませんでし
た。本計画は進捗や効果検証をふま
えて、施策、事業を柔軟に対応でき
るようにします。また改善にあたっ
ては、「なめがた未来のまちづくり
協議会」が中心的役割を担います。

5. 庁内組織

本計画に基づく施策、事業を総合
的かつ計画的に実施するために、市
長をトップとした「行方市まち・ひ
と・しごと創生本部」において、全
庁をあげた取り組みを進めるととも
に、庁内横断的な政策立案を積極的
に検討していく必要から、中堅・若
手職員によって構成する「行方市ま
ち・ひと・しごと創生ワーキングチー
ム」を今後の庁内検討の中心と位置
付けます。

らうなど、前例にとらわれずに幅広
く行います。
　実行の責任主体は行政ですが、「み
んなが主役のまちづくり」という基
本理念に基づいて、計画策定に中心
となった「なめがた市民 100 人委員
会」の委員や 27 年度に開講した「地
域プロデューサー育成塾」の塾生に
より組織された「なめがた地域活性
化協議会」、そして「なめがた未来の
まちづくり協議会」が中心的に関わっ
ていただくことで、実効性と推進力
を高めます。
　また、行方市の将来を担う子ども
たちにもまちづくりに関わる機会を
増やします。

3. 取り組みをチェックする

現在の「なめがた市民 100 人委員
会」の後継組織として、次年度新た
に無作為抽出によって選ばれた市民
による組織「なめがた市民会議（仮
称）」や、外部有識者等によって設置
されている既存組織「行政改革推進
委員会」が、本計画の進捗状況の点検・
評価を行い、そのプロセスを多くの
市民と共有することを目指します。
　また、今年度実施した「事業レ
ビュー」を継続的に実施し、本計画
の進捗や効果のチェックを複層的に

1. 計画をつくる

本計画の策定にあたっては、無作為
抽出で選ばれた市民によって「なめが
た市民 100 人委員会」を設置し、課
題の整理から市が今後取り組むべき改
善提案まで 100 人委員会が中心となっ
て検討しました。このように、無作為
抽出で選ばれた市民によってまとめら
れた提言を本計画の中心とする今回の
策定方法は、行方市では初の試みです
し、全国的にも珍しい取り組みとして
注目されました。
　また、行方市議会において、まち・
ひと・しごと創生を支援・推進する「地
方創生推進特別委員会」が設置され、
様々な提言が出されました。
　「なめがた市民 100 人委員会」と「行
方市議会地方創生推進特別委員会」で
出された提案を、市にとつながりのあ
る外部有識者で組織する「なめがた未
来のまちづくり協議会」での議論を通
じてとりまとめを行いました。

2. 計画にそって取り組む

計画を推進、実行していくためには、
まず多くの市民が本計画を目にするこ
とが重要です。そのための発信の手法
も、現在準備を進めているエリア放送
の活用や、公共施設のみならずコンビ
ニなど民間施設にも戦略書を置いても

然的に他の課の取り組みにも関心を
持つことになり、その結果、行政の
最大の課題ともいえる「タテ割り」
の打破にもつながると考えていま
す。
　これらの実現していくことで、「情
報発信で日本一」のまちを目指して
いきます。

組みを行っているにもかかわらず、
その取り組みを一方の課は知らない
という事例もありました。市民がわ
かりやすいと感じる情報を発信する
ためには、それぞれの課がバラバラ
に情報を出すのではなく、類似の取
り組みとの関係の把握、明示が重要
だということが、行政の中ではあま
り認識できていませんでした。
　このことを常に考えていれば、必

　重点プロジェクトのひとつでもある
情報発信。様々な手法で、市民に情報
が伝わるよう今後強化していくことと
していますが、「情報」そのものが整
理されていなければ、どれだけ発信を
強化しても市民が情報を得やすい環境
にはなりません。
　100 人委員会で、たびたび「市役所
内のタテ割りによる弊害」について指
摘されました。別々な課で類似の取り

【 コ ラ ム 】

情報発信の強化に重要な視点は「役所内の情報整理」
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Ⅰ　少子高齢化の進展

　行方市の人口は、平成 27 年 9 月
現 在 の 外 国 人 を 含 む 常 住 人 口 は、
34,928 人です。
　高齢者（65 歳以上）の数や人口
比は年々増加し、2010 年では約 1

万 400 人で全体の 27％を占めてい
ます（図１－ A）。また、出生率は年々
低下し（図２）、子ども（0 ～ 14 歳）
の数や人口比も年々減少しています。
２０１０年現在、約 4300 人で全体
の 11％です。（図１―C）これらのこ
とより、行方市も全国の自治体と同

様に少子高齢化が進展していると言え
ます。あわせて、15 ～ 64 歳の生産年
齢人口も数や年々減少しています（図
１－ B）。

人口データ集

図 １ 　 人 口 ピ ラ ミ ッ ド の 推 移
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　人口の減少には死亡数が出生数を
上回る「自然減」と、転出者が転入
者を上回る「社会減」の 2 種類あり
ます。2000 年前後からの自然増減、
社会増減の推移を見るといずれの年
もマイナスで、年によって振れ幅
はあるものの、全体としてはマイナ
スが拡大傾向であると言えます（図
４）。

Ⅱ　人口の推移

　次に人口の推移を見てみます（図
３）。行方市では戦後、急激に人口が
増 え、1955 年 に 5 万 人 近 く ま で 増
加しました。その後は人口が減少し、
1955 年から 1970 年までの 15 年で
7,000 人ほど急減しました。
　1970 年代の高度経済成長期には、
4 万 2000 ～ 3000 人で推移していま
したが、2000 年以降再度減少が始ま
り、近年の 10 年間では 5000 人程度
減少しています。

図 ２ 　 合 計 特 殊 出 生 率 の 推 移
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図 ３ 　 行 方 市 の 人 口 の 推 移
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　自然減は高齢者人口の増加による
死亡数の増加と、少子化による出生
数の減少が背景にあります。1995
年頃には出生数が 375 人、死亡数
が 392 人とほぼ同数で差は 20 人程
でしたが、最近は出生数が 200 人
程度まで減少し、死亡数が 500 人
以上に拡大したため差が 300 人以
上になっています（図５）。

　社会減は年によってバラツキがある
ものの、毎年 100 人から 200 人程が
マイナスとなっています（図４）。
　年齢別の社会移動の推移を見てみる
と（図６）、「10 ～ 14 歳⇒ 15 ～ 19 歳」、

「15 ～ 19 歳⇒ 20 ～ 24 歳」の時点で
大規模な純減が発生し、さらに年々純
減が大きくなっていることがわかりま
す。
　また「20 ～ 24 歳⇒ 25 ～ 29 歳」、「25
～ 29 歳⇒ 30 ～ 34 歳」、「30 ～ 34 歳
⇒ 35 ～ 39 歳」では、直近の 2005 年
→ 2010 年においてそれ以前よりもマ
イナス幅が大きくなっており、いずれ
も純減となっていることがわかります。
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図 ５ 　 出 生 数 、 死 亡 数 の 推 移
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図 ６ 　 性 別 ・ 年 齢 階 級 別 の 人 口 移 動 状 況

　転出者の移動先の地域を見てみる
と、都道府県別では茨城県内が圧倒
的に多いです（図７）。
　県内市町村別では、近隣の鉾田市、
鹿嶋市、神栖市、土浦市及び水戸市
への転出超過が顕著です（図８）
　大規模に移動している年代とあわ
せて考えると、就学・就職先や家の
建築など居住地の選択の際に、行方
市内ではなく近隣市を選んでいるの
ではないかと推察できます。
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　しかしながら、産業分類別に就業
者数の特化係数を見てみると全国と
比較してみても農業の就業者数が多
いことがわかります（図１０）。

※特化係数・・・
X 産業の特化係数＝本市の X 産業の
就業者比率／全国の X 産業の就業者
比率特化係数が１より大きければ就
業者比率が全国水準よりも高いと言
えます。

Ⅲ　全国トップクラスの雇用
を生み出す農業

　行方市で働く人たちは約 20,000 人
です。生産年齢人口（15 ～ 64 歳）が
減少しているため、年々働く人の数も
減少しています。第 1 次、第 2 次、第
3 次産業別に就業者数を見ると、いず
れも人数は減少していますが、構成比
は第 1 次産業、第 2 次産業は年々減少
していますが、第 3 次産業は増加して
います（図９）。

図 8 　 茨 城 県 内 の 人 口 移 動 状 況

第一次産業
5,987 人 (27%)

第二次産業
6,861 人 (31%)

第三次産業
9,337 人 (42%)

平 成 １ ７ 年

第一次産業
5,411 人 (26%)

第二次産業
6,139 人 (29%)

第三次産業
9,523 人 (45%)

平 成 １ ７ 年

第一次産業
4,104 人 (22%)

第二次産業
5,260 人 (28%)

第三次産業
9,170 人 (50%)

平 成 ２ ２ 年

図 ９ 　 産 業 別 就 業 人 口 の 推

図 1 0 　 産 業 別 就 業 者 数 の 全 国 比 較



分野別計画の一覧 

計画名 内容 期間 ※ 

人・農地プラン 
力強い農業を実現するためには、基本となる人と農地の問題を一体的に解決する必要が

あります。集落・地域が抱える人と農地の問題を解決するための計画です。 
平成 24年度～ 1 

行方市産業・観光振

興計画 

行方市が有する様々な地域資源の掘り起しと利活用を進め、市民協働による農商工連

携により、観光振興と産業の発展を図る行動計画です。 
平成 22年度～ 1 

健康づくり計画 
市民自らがライフスタイルを見直し、市民や地域、関係機関と行政が協働して、市民一人

ひとりの健康づくりを支援するための計画です。 
平成 25～34年度 2 

国民健康保険・特定

健康診査等実施計画 

糖尿病等の生活習慣病に係る健康診査を実施し、その結果に基づき、それぞれの状況

に応じた効果的な保健指導（特定保健指導）を実施するための計画です。 
平成 25～29年度 2 

地域福祉計画 市民、行政及び関係団体の緊密な連携により地域福祉を推進するための計画です。 平成 24～28年度 2 

障害者基本計画 
ノーマライゼーションの社会の実現に努め、障がい者が自らの能力に応じた自主的な生

活を維持し、主体的に社会参加できるような地域社会の実現を目指すための計画です。 
平成 19～28年度 2 

高齢者福祉計画・ 
介護保険事業計画 

高齢者が住み慣れた地域で元気に安心して暮らすことができる社会を実現するために、

介護・介護予防・生活支援などの各種施策の内容と、サービスの提供量・提供体制・介護

保険財政の安定化の方策を具体的に記した計画です。 

平成 27～29年度 2 

地域防災計画 
災害対策を実施する防災関係機関がその全機能を発揮して、住民の生命、身体及び財

産を災害から保護するとともに災害の復旧・復興を図ることを目的とした計画です。 
平成 19年度～ 3 

新市建設計画 
合併時に策定した新市建設計画に、東日本大震災の影響により新たに必要となる事業

や市民生活に不可欠な事業を盛り込むための計画で、平成 26年度に変更しています。 
平成 17～37年度 3 

都市計画マスタープ

ラン 

長期的視点（概ね 20年間）から行方市の将来像や土地利用、道路、公園、下水道などの

都市計画や都市整備の方針を定めた計画です。 
平成 20～38年度 3 

環境基本計画 行方市の環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画です。 平成 28～37年度  

一般廃棄物処理基本計画 市内の一般廃棄物の処理に関する計画です。 平成 26～40年度 3 

地球温暖化対策 
実行計画 

京都議定書目標達成計画に即して、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の

保全及び強化のための措置を計画的に図るための計画です。 
平成 26年度～ 3 

地域公共交通網形

成計画 

日常生活に必要な移動手段を確保し、少子高齢化、人口減少社会において、地域活力

の向上や持続的な発展を図るための計画です。 
平成 28～32年度 3 

公共施設等総合管

理計画  

公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化など

を計画的に行うことにより財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配

置を実現することを目的とした計画です。 

平成 28～52年度 3 

子ども・子育て支援

事業計画 

地域の実情に応じた質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ

効率的に提供するための計画です。 
平成 27～31年度 4 

教育大綱 
これからの「まちづくり」の根幹を担い、活力ある未来の行方市の創造と創生に向けて、

子どもからお年寄りまでが、自然豊かで歴史ある郷土に誇りを持ち、未来の行方市を自

分たちの手で築いていこうとする「人づくり」のための教育を目指すための計画です。 

平成 28～32年度 4 

学校教育プラン 
学校教育振興のために市民・学校・行政が協力して取り組む計画で、行方市立学校は、

これをもとに、地域等の実態に応じて具体的な施策を講じ、学校教育の充実を図ります。 
平成 28～32年度 4 

スポーツ推進計画 
市民誰もが、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツを楽しみ、感動を分かち合い、交流

できるまちの実現を目指して策定した計画です。 
平成 28～37年度 4 

行方市男女共同参

画推進計画 

男女がその能力と個性を十分に発揮でき、互いに尊重し合い、社会のあらゆる分野で、と

もに参画できるまちづくりを目指す計画です。 
平成 25～29年度 4 

※関連する重点プロジェクト番号 ➚  



総合戦略策定の経過 

 

スケジュール 

日程 項目 内容 

平成 27年 

 5月～6月 アンケート調査 

対象：20 歳～80 歳の男女 3,000 人（住民基本台帳か

ら無作為抽出）、市職員 281人、麻生高等学校

及び玉造工業の生徒 100 人 

 6月 25日（木） なめがた未来のまちづくり協議会① 委員委嘱、人口動態の概要 他 

 7月 18日（土） なめがた市民 100人委員会① テーマ選定ワークショップ 他 

 8月 23日（日） 模擬レビュー 
なめがた市民 100人委員会委員が 

判定人として参加 
 9月 5日（土） 事業レビュー 

 10月 2日（金） なめがた未来のまちづくり協議会② 事業レビューの結果報告 他 

 10月 10日（土） なめがた市民 100人委員会② 分科会に分かれて議論 他 

 10月 25日（日） なめがた市民 100人委員会③ 改善提案シートの記載 他 

 11月 9日（月） なめがた未来のまちづくり協議会③ 100人委員会の経過報告 他 

 11月 15日（日） 

なめがた市民 100人委員会④ 改善提案シートのとりまとめ 他 

なめがた市民 100人委員会幹事会① 幹事会の役割と今後の流れの確認 

 11月 24日（火） なめがた市民 100人委員会幹事会② これまでの分科会の共有、議論 

 12月 6日（日） なめがた市民 100人委員会⑤ 意見提出シートの記載 他 

 12月 15日（火） なめがた未来のまちづくり協議会④ 地方創生に関する提言 他 

 12月 19日（土） なめがた市民 100人委員会幹事会③ 第２分科会と第４分科会の集中審議 

平成 28年 

 １月 21日（木） 
なめがた市民 100人委員会幹事会④ 第１分科会と第３分科会の集中審議 

 1月 26日（火） なめがた未来のまちづくり協議会⑤ 総合戦略書案の審議 

 2月 5日（金） なめがた市民 100人委員会幹事会⑤ 総合戦略素案の審議 

 2月 21日（金） なめがた市民 100人委員会⑥ 総合戦略書案の報告 他 

 3月◯日（◯） なめがた未来のまちづくり協議会⑥ 総合戦略書案の報告 他 

 



なめがた市民 100人委員会、幹事会（1期生） 
 「なめがた市民 100 人委員会」は無作為抽出で 3000 人に案内を送付し、参加を希望した市民で構

成する委員会です。分科会に分かれて 4つのテーマについて議論しました。 

 分科会ごとに正副座長を決め、各分科会の正副座長で構成する「なめがた市民 100 人委員会幹事

会」が分科会で出された意見を総合戦略書にまとめていきました。 

 

第一分科会：農業その他産業・雇用、観光 

委員 ◎須藤賢一 ◯荒井一美 市川眞 鬼澤辰夫 菅谷善男 髙野陽子 

奈良崎初枝 花見雅子 深澤寛次 柳瀬剛 佐藤大輔 野原豊実 

栗原章 理﨑勇次郎  

コーディネーター 熊谷哲（政策シンクタンクＰＨＰ総研 主席研究員） 

ナビゲーター 高橋菜里 （NPO法人プロジェクト 88 理事長） 

ワーキングチーム

幹事会 

塙知栄（政策秘書課）、草壁礼子（総合窓口課）、矢畑惠市（収納対策課）、 

坂本博之（農林水産課） 

  

第二分科会：健康・福祉・高齢者 

委員 ◎磯山裕之 ◯川尻みさき 小田弥生 小田久江 小貫哲夫 小貫正敏 

鷺野久美子 城御堂静子 仲田ミヤ子 錦織次子 西谷幸枝 原喜美子 

藤崎素子 山野一江 黒沼まち子    

コーディネーター 伊藤伸（構想日本 総括ディレクター） 

ナビゲーター 後藤健市（株式会社ﾌﾟﾛｯﾄｱｼﾞｱｱﾝﾄﾞﾊﾟｼﾌｨｯｸ 代表取締役会長） 

ワーキングチーム

幹事会 

荒野晃一（総務課）、阿須間祐次（こども福祉課）、西谷真理子（健康増進課） 

       

第三分科会：地域づくり・公共施設・公共交通 

委員 ◎邉田茂雄 ◯箕輪克彦 大川千翔 小貫美代 柏原順一 小牧勝正 

関口栄 髙田拓也 田山忠春 永作まさ子 平石美登里 吉崎才兵衛 

後藤健一 山見敬太郎     

コーディネーター 山根晃（足立区 子ども家庭課長） 

ナビゲーター 川嶋幸夫（構想日本 政策アナリスト） 

ワーキングチーム

幹事会 

小松崎勲（財政課）、河野孝昭（都市建設課）、松本なおみ（下水道課）、 

髙野秀紀（環境課） 

  

第四分科会：子ども子育て・少子化対策 

委員 ◎飯田浩彦 ◯中島一 荒野一郎 石神千里 金澤力 髙野宗一 

仁平茂 馬場さゆり 槙田昌弘 宮本加代子 八文字礼子 近藤 誠二 

コーディネーター 小瀬村寿美子（厚木市 こども未来部長） 

田中俊（構想日本 政策スタッフ） 

ナビゲーター 岡田豊（みずほ総合研究所株式会社 主任研究員） 

ワーキングチーム

幹事会 
市村幸子（学校教育課）、今泉健作（学校教育課）、大野秀喜（生涯学習課） 

◎：座長と◯：副座長が「なめがた市民 100人委員会幹事会」のメンバー 



なめがた未来のまちづくり協議会 

 「なめがた未来のまちづくり協議会」は、まちづくりにおける専門的な知識や豊富な経験による意見を

求めるために、市民代表をはじめ、産業界、教育機関、金融機関などの代表者 18 名の委員で構成さ

れています。なめがた市民 100 人委員会より提起された市の課題やその解決策、まち・ひと・しごと創

生における政策などを審議しました。 

区 分 氏 名 所 属 等 備 考 

市民代表 海老澤 文江 行方市女性消防団員 会長 

議会の代表 鈴木 義浩 行方市議会議長 副会長 

市民代表 橋本 光枝 行方市消費者友の会会長  

市民代表 根崎 和枝 行方市農業委員  

市民代表 平野 敬子 茨城県農業改革委員会委員  

関係機関の代表 菅谷 千明 行方市教育委員会委員  

関係機関の代表 山野 貴司 行方市農業委員会会長  

団体の役職員 平野 毅 行方市商工会会長  

団体の役職員 仲居  文夫 行方市区長会会長  

団体の役職員 栗又 正美 行方市民生委員児童委員会長  

団体の役職員 中川 治美 JA なめがた組合長  

団体の役職員 海老澤 武美 きたうら広域漁業協同組合長  

有識者 髙田 あけみ 富士通ネットワークソリューションズ(株)  

有識者 渡邉 秀人 ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ向け新ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ研究開発ｺﾝｿｰｼｱﾑ会長  

金融機関 森 和則 (株)常陽銀行麻生支店 支店長  

労働団体 阿部 正裕 ピー・エス・コンクリート（株） 茨城工場 工場長  

メディア 畑中 一也 (株)茨城放送 営業部 課長  

大学教授 木村 俊昭 東京農業大学教授  

 

 

事務局 

市長公室  室長 久保力 

市長公室総合戦略課  課長 大久保雅司、課長補佐 阿部幸一、係長 根本誠、 

主幹 大久保明彦、主幹 横山聡 
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